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2021年10⽉21⽇ 
メドピア株式会社 

⽇本経済新聞社 
 

ヘルステックのグローバルカンファレンス
「Healthtech/SUM」、オンライン視聴（無料）の事前登録及び

有料チケットの販売を開始 
 

 
メドピア株式会社（東京都中央区、代表取締役社⻑ CEO︓⽯⾒ 陽、以下メドピア）と⽇本経済新聞社（東京都千代⽥
区、代表取締役社⻑︓⻑⾕部 剛）が共同開催する、ヘルステックのグローバルカンファレンス「へルスケア・テクノ
ロジー・サミット（以下Healthtech/SUM）」の、オンライン視聴（無料）の事前登録と有料チケットの販売を公式サイ
ト（https://healthtechsum.jp/）にて開始いたしましたのでお知らせいたします。 
 

 
 
オンライン視聴登録・有料チケット登録はこちらから https://healthtechsum.jp/ 
 
■2021年度「Healthtech/SUM」の概要                                       

2021年度のメインテーマは、「Ahead to the Center 〜テクノロジーと共に「本質」を実現する〜」です。 
我々のいのちを守るために、テクノロジーが今までにないほど⾼速で進化を続けています。この１年間、私たちは怒涛
の環境変化に対応を迫られる中、医療現場、経済状況、就労環境など、様々な場所において、「未知の状況」を⼿探りな
がら整理してきました。それらは多くの⼈の努⼒によって、徐々に対応可能となりつつあります。世界規模で⽣活が変
化したニューノーマル時代。そして、DX（デジタルトランスフォーメーション）が進み、テクノロジーが今まで以上に
⾝近になったいま、改めて「いのちの本質」を再定義したい。 オンライン診療やリモートワークという選択肢を受け⼊
れつつ、有機的なコミュニケーションとして「⼿当て」の⼈の⼿の温かさをどのようにテクノロジーと共に実現してい
くか。その最新事例をグローバルに議論します。 
 
＜開催概要＞ 

名 称 ヘルスケア・テクノロジー・サミット「Healthtech/SUM」 

開 催 ⽇ 2021年12⽉2⽇（⽊）、12⽉3⽇（⾦） 

開催場所 総合受付︓⽇本橋三井ホール（東京都中央区⽇本橋室町2-2-1 ＣＯＲＥＤＯ室町1・5F） 
⽇本橋ライフサイエンスハブ（東京都中央区⽇本橋室町1-5-5 ＣＯＲＥＤＯ室町3・8F） 

主 催 メドピア株式会社、⽇本経済新聞社 

参 加 費 
（税込） 

１⽇券[⽇付指定] ︓33,000円 
オンライン視聴  ︓無料（事前登録制）※事前登録された⽅に、新着情報をお知らせいたします。 
https://healthtechsum.nikkeineon.jp/registration  

公式サイト https://healthtechsum.jp/ 

 
 

お知らせ 
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＜新型コロナウイルス感染対策のための措置＞ 
今回はリアルとオンラインを組み合わせ、感染拡⼤のリスクに備えたハイブリッド型イベントとします。本開催は、

政府、東京都からの実施ガイドラインに従って運営します。収容⼈員を最新の指針に従って設定し、会場内では⼿洗い
消毒液の設置、スタッフ全員のマスク着⽤、来場者及び関係者全員への⼊場時の検温、接触可能性のあるテーブルなど
備品のこまめな消毒、可能な限りの換気、緊急時の管轄保健所への連絡⽅法などマニュアルに⼿順を定め実施を徹底し
ます。 

感染拡⼤に伴い登壇者、運営関係者のみの⼊場に制限し、無観客開催・オンラインのみの配信となる可能性もござい
ますので、あらかじめご承知おきください。 
 
 
ご参考︓昨年のイベントの様⼦ 

 
 
【メドピア株式会社の概要】 
会 社 名: メドピア株式会社 
所 在 地: 東京都中央区築地1-13-1 銀座松⽵スクエア9階 
設 ⽴: 2004年12⽉ 
代 表 者: 代表取締役社⻑ CEO ⽯⾒ 陽（医師・医学博⼠） 
事業内容: 医師専⽤コミュニティサイト「MedPeer」の運営、その他関連事業 
U R L: https://medpeer.co.jp 
 
【⽇本経済新聞社の概要】 
会 社 名: ⽇本経済新聞社 
所 在 地: 東京都千代⽥区⼤⼿町1-3-7 
設 ⽴: 1876年12⽉ 
代 表 者: 代表取締役社⻑ ⻑⾕部 剛 
事業内容: 新聞を中核とする事業持ち株会社。雑誌、書籍、電⼦メディア、データベースサービス、速報、電波、映像、

経済・⽂化事業などを展開 
U R L: https://www.nikkei.co.jp/nikkeiinfo/  
 


